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今後予定されていることは、以下の通りです。

1.雇用保険関係
(1)雇用保険料率の変更（4月）
	
	本人負担
	会社負担
	合計

	建設以外
	0.6％(0.4%)
	0.9％(0.7%)
	1.5％
(1.1%)

	建設業
	0.7％(05%)
	1.1％(0.9%)
	1.8％(1.4%)


(　)内は平成21年度の料率
(2)雇用保険加入要件の変更（4月）
以下の部分が変更となりました。
	旧
	新

	・6ヶ月以上の雇用見込みがあること
	・31日以上の雇用見込みがあること


(3)育児休業給付金の変更(4月以降休業開始者)
育児休業中休業前の給与の30%、職場復帰後6ヶ月経過後の20%、計50％の給付でしたが、職場復帰後の給付が無くなり、育児休業中に50%の給付がされるようになります。
2.労働基準法関係
(1)時間外労働割増賃金率の引上げ(4月)
　①１ヶ月60時間を超える時間外労働の割増賃金率を25%から50%に引上げます。（中小企業※は、当分の間猶予）
※中小企業

ア．資本金の額または出資の総額が

小売・サービス業 5000万円以下

卸売業　１億円以下

上記以外　３億円以下

または、

イ．常時使用する労働者数が

小売業　５０人以下

サービス・卸売業１００人以下

上記以外　３００人以下

引き上げ分の割増賃金の代わりに有給休暇（代替休暇）を付与することもできます。（労使協定締結が必要）
②割増賃金率引上げ努力義務（4月）

1ヶ月45時間を超える時間外労働を行う場合25%を超える割増賃金を支払う努力義務が課せられます。特別条項付き36協定を締結する際は、25%を超える割増賃金率を記載してください。
(2)年次有給休暇の時間単位の取得(4月)
１年に５日分を限度として時間単位で取得できるようになります。（労使協定締結が必要）
(3)育児・介護休業法の改正
①短時間勤務制度及び所定外労働の免除を義務化（6月）

3歳までの子を養育する従業員が対象者です。
②看護休暇の拡充（6月）

　小学校就学前の子が1人いる場合、看護休暇5日付与に加えて、２人以上いる場合は10日付与すること
③父親の育児休業取得を促進する仕組みの創設（6月）
④介護のための1日単位の休暇制度を設ける（6月)
これらを実効させるために紛争解決のための調停制度（4月）や法違反に対する公表制度（昨年9月より）が開始されます。
3.健康保険関係

(1)介護保険料の変更（3月）
1.19％→1.5%へ（本人負担0.75%）
(2)70～74歳の自己負担割合の変更(4月）
健康保険の一部負担金が、1割から2割負担になります。
4.年金関係
(1)日本年金機構の新設（1月）
社会保険庁が廃止になり、公法人「日本年金機構」が新設され、社会保険事務所の名称も「年金事務所」と改められました。

(2)国民年金の月額保険料の変更(4月)
月額15,100円となる見通しです。（現在14,660円）
(3)厚生年金保険料率の変更(９月)
1000分の160.58に変更予定です。（現在1000分の157.04）この場合、個人負担は1000分の80.29です。
変更になるという情報だけで、詳しい内容が発表されていないこともあります。　

決まりましたら、事務所ニュースで取り上げてまいります。
労災保険は、労働者保護を目的とした保険であるため、原則として社長をはじめとする役員や、社長と同居の親族などは対象となりません。

仕事中の負傷については、健康保険が使えませんので、当事務所では、「労災保険特別加入」をお勧めしています。これは、労働者と同様の仕事をしている時の被災に関しては、役員の方でも社長の同居の親族の方でも労災として保護する制度です。

　特別加入するにあたっては、給付基礎日額（１日当たりの報酬）を、５千円から１万円までは千円刻みで、１万円から２万円（上限）までは２千円刻みで選ぶことができ、選んだ日額の３６５日分に労災保険料率をかけた保険料を納めます。

もしもの時には治療費の全額給付のほか、休業１日につき日額の８割が休業補償として支給されます。
　なお、特別加入には一部制約があります。加入を検討される方はご相談下さい。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；11月5日に60歳になり、年金をもらうための請求手続きを11月中に行いました。具体的には、いつ、どのような形で振り込まれるものですか？
Ａ；年金の支払いは以下の表の通り、偶数月の15日、年6回に分けて支払われます。（15日が土曜日や日曜、祝日の場合、支払日はその直前の平日になります）
	支払対象月
	支払月

	12、1月
	2月

	2月、3月
	4月

	4月、5月
	6月

	6月、7月
	8月

	8月、9月
	10月

	10月、11月
	12月


　年金の支給される期間は、原則として受給権が発生した日（誕生日の前日）の属する月の翌月から、受給権が消滅した日の属する月までです。

　今回の場合、11月5日が誕生日ですので12月分から年金が支払われます。年金の請求内容に問題がなければ2ヶ月以内に年金証書が届き、12、1月分の年金が2月15日に支払われます。

初回の年金が支給される時や、下記ア～ウのようにすでに定期支払期日を過ぎている場合は、支払月以外の月でも支払われます。年金の請求が遅れた場合でも、遡及分は初回にまとめて支払われます。
ア.新規裁定または支給停止解除の場合で、前の支給期日に支払われるべき年金があるとき

イ.受給権者が死亡した場合で、未支給年金の請求により支払われるべき年金があるとき

ウ.支給停止になった場合で、支払われるべき年金があるとき
2２年　１月号

















特別加入のすすめ
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